
◆一般会計歳入の概要

　　◆自主財源と依存財源・特定財源と一般財源

（単位：千円）

前年度比 構成比 前年度比 構成比
（％） （％） （％） （％）

市 税 25,444,861 0 25,444,861 9.7 59.3 23,201,314 4.9 56.7

分 担 金 及 び 負 担 金 573,668 573,668 0 1.5 1.3 565,387 △ 1.1 1.4

使 用 料 及 び 手 数 料 1,293,022 1,180,988 112,034 0.6 3.0 1,284,707 △ 4.6 3.1

財 産 収 入 172,079 47,992 124,087 44.1 0.4 119,406 △ 20.8 0.3

寄 附 金 20,185 185 20,000 △ 0.6 0.0 20,305 △ 59.6 0.1

繰 入 金 2,120,658 820,658 1,300,000 51.0 4.9 1,404,227 0.9 3.4

繰 越 金 500,000 0 500,000 0.0 1.2 500,000 0.0 1.2

諸 収 入 1,934,017 1,914,847 19,170 17.1 4.5 1,651,943 0.9 4.0

小 計 32,058,490 4,538,338 27,520,152 11.5 74.6 28,747,289 3.5 70.2

地 方 譲 与 税 376,790 0 376,790 △ 73.0 0.9 1,394,307 50.4 3.4

利 子 割 交 付 金 68,000 0 68,000 △ 20.0 0.2 85,000 △ 46.9 0.2

配 当 割 交 付 金 103,000 0 103,000 37.3 0.2 75,000 97.4 0.2

株式等譲渡所得割交付金 156,000 0 156,000 56.0 0.4 100,000 669.2 0.3

地 方 消 費 税 交 付 金 1,459,000 0 1,459,000 4.2 3.4 1,400,000 6.1 3.4

自 動車取得税交付金 242,000 0 242,000 △ 2.0 0.6 247,000 10.3 0.6

地 方 特 例 交 付 金 57,000 0 57,000 △ 92.2 0.1 730,000 △ 21.5 1.8

地 方 交 付 税 1,700,000 0 1,700,000 △ 10.5 4.0 1,900,000 △ 29.6 4.6

交通安全対策特別交付金 24,000 0 24,000 0.0 0.0 24,000 0.0 0.1

国 庫 支 出 金 2,902,345 2,902,345 0 2.7 6.8 2,827,191 △ 2.9 6.9

県 支 出 金 1,414,075 1,401,469 12,606 26.4 3.3 1,118,313 △ 0.4 2.7

市 債 2,359,300 1,039,300 1,320,000 3.8 5.5 2,271,900 △ 12.8 5.6

小 計 10,861,510 5,343,114 5,518,396 △ 10.8 25.4 12,172,711 △ 6.2 29.8

42,920,000 9,881,452 33,038,548 4.9 100.0 40,920,000 0.4 100.0計
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◆一般会計歳入款別説明書 

 

◆１款 市 税 

   対前年度比 9.7％増の 25,444,861 千円を計上しており、歳入全体の 59.3％を占めております。市

民税 13,484,629 千円（対前年度比 17.9％増）、固定資産税 9,076,153 千円（対前年度比 2.1％増）、

都市計画税 1,961,052 千円（対前年度比 2.0％増）等となっております。 

 
・市民税納税義務者数対前年度比（現年） 

（単位：人（社）） 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

 
 
・市民税調定見込額対前年度比（現年） 

（単位：千円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・固定資産税調定見込額対前年度比較（現年） 
（単位：千円） 

 
   
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 
区分 

１９年度 １８年度 増減率（％）

普通徴収 36,467 35,692 2.2

特別徴収 43,227 41,609 3.9
個

人 
計 79,694 77,301 3.1

法  人 2,868 2,832 1.3

合  計 82,562 80,133 3.0

年 度

区分 
１９年度 １８年度 

増減率

（％） 

普通徴収 3,578,749 2,794,889 28.0

特別徴収 8,450,433 7,190,945 17.5
個

人 
計 12,029,182 9,985,834 20.5

法  人 1,606,000 1,565,241 2.6

合  計 13,635,182 11,551,075 18.0

年 度 
 
区 分 

１９年度 １８年度 
増減率
（％）

土  地 3,387,244 3,290,731 2.9

家  屋 4,120,226 4,034,158 2.1

市長決定 845,959 869,298 △2.7償却 

資産 配  分 504,881 509,014 △0.8

合  計 8,858,310 8,703,201 1.8

現年課税調定額の推移 

個人市民税納税義務者の推移 

特別徴収 

普通徴収 

個人市民税 

法人市民税 固定資産税 



 

◆２款 地方譲与税 

対前年度比 73.0％減の 376,790 千円を計上しております。大幅な減となっていますが、これは三

位一体の改革による国庫補助負担金の見直しに対する暫定的な補てん措置であった所得譲与税が、

税源移譲に伴い廃止されたことによるものです。 

その他の地方譲与税は、自動車重量譲与税 249,000 千円（対前年度比 2.0％減）、地方道路譲与税

89,000 千円（対前年度比 3.3％減）、特別とん譲与税 38,790 千円（対前年度比 2.5％減）となってい

ます。 

 

◆３款 利子割交付金 

   対前年度比 20.0％減の 68,000 千円を計上しております。 

 

◆４款 配当割交付金 

  対前年度比 37.3％増の 103,000 千円を計上しております。 

 

◆５款 株式等譲渡所得割交付金 

  対前年度比 56.0％増の 156,000 千円を計上しております。 

 

◆６款 地方消費税交付金  

対前年度比 4.2％増の 1,459,000 千円を計上しております。 

 

◆７款 自動車取得税交付金 

対前年度比 2.0％減の 242,000 千円を計上しております。 

 

◆８款 地方特例交付金 

対前年度比 92.2％減の 57,000 千円を計上しております。定率減税等の減収に対しての補てん措置

であった減税補てん特例交付金が廃止となり、児童手当拡充に伴う地方負担の増加に対応する財源

措置である児童手当特例交付金のみを計上したため、大幅な減となっています。 

 

◆９款 地方交付税 

対前年度比 10.5％減の 1,700,000 千円（普通交付税 1,600,000 千円、特別交付税 100,000 千円）

を計上しております。普通交付税額算定において『国と地方の責任分担を明確化する』との考えに

より、基準財政需要額の一部を臨時財政対策債（予算額 1,320,000 千円）に振り替えております。

なお、普通交付税に臨時財政対策債を加えた合計額は、2,920,000 千円となります。（対前年度比

9.6％減） 

  

◆１０款 交通安全対策特別交付金 

前年度同額の 24,000 千円を計上しております。 

 

◆１１款 分担金及び負担金 

対前年度比 1.5％増の 573,668 千円を計上しております。（仮）かすみ保育園開設に伴う保育料の

増（対前年度比 30,895 千円増）が主な増要因です。 

 

 

 



 

◆１２款 使用料及び手数料 

対前年度比 0.6％増の 1,293,022 千円を計上しております。 

 

◆１３款 国庫支出金 

対前年度比 2.7％増の 2,902,345 千円を計上しております。 

 

◆１４款 県支出金 

対前年度比 26.4％増の 1,414,075 千円を計上しております。 

 

◆１５款 財産収入 

対前年度比44.1％増の172,079千円を計上しております。主なものは、財産貸付収入38,985千円、

不動産売払収入 117,983 千円です。 

 

◆１６款 寄附金 

対前年度比 0.6％減の 20,185 千円を計上しております。 

 

◆１７款 繰入金 

対前年度比 51.0％増の 2,120,658 千円を計上しております。主なものは、緑のふるさと基金繰入

金 202,536 千円、環境整備協力費基金繰入金 250,000 千円、市債管理基金繰入金 250,000 千円、財

政調整基金繰入金 1,300,000 千円です。 

 

◆１８款 繰越金 

前年同額の 500,000 千円を計上しております。 

 

◆１９款 諸収入 

対前年度比 17.1％増の 1,934,017 千円を計上しております。主なものは、中小企業融資貸付金元

利収入 300,000 千円、学校給食事業収入 709,630 千円、公園整備事業負担金 410,000 千円、環境整

備協力費 250,000 千円です。 

 

◆２０款 市債 

対前年度比 3.8％増の 2,359,300 千円を計上しております。主なものは、津田沼第二跨線橋歩道整

備や道路整備にかかるものとして道路整備事業債 214,800 千円、小・中学校校舎等の大規模改造に

かかるものとして義務教育施設整備事業債 400,100 千円、臨時財政対策債 1,320,000 千円です。 

 


